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地域公共交通活性化再生法について

○ 人口減少期において地域が持続可能な社会となることを目指し「コンパクト＋ネット
ワーク」の理念のもと、面的な公共交通ネットワークの構築を進める。
（平成１８年制定、平成２６年改正法制定）

○ 九州運輸局も協議会に参画し、計画策定に向けてアドバイス等実施。

Ｚ

現 状

いずれのバス路線も
低頻度の運行回数

公共交通沿線へ
の居住の誘導

拠点エリアにおける循環型の
公共交通ネットワークの形成

中心駅

まちづくりと一体となった公共交通の再編

拠点間を結ぶ
交通サービスを充実

歩行空間や自転車
利用環境の整備

コミュニティバス等による
フィーダー（支線）輸送

拠点エリア

マイカーが主要な移動手段

※富山市、熊本市、豊岡市、三条市等の取組を参考として作成

公共交通空白地域

立地適正化計画

地域公共交通再編実施計画
連携

乗換拠点の
整備

拡散した市街地

好循環を実現

デマンド型

乗合タクシー等
の導入

拠点エリアへの
医療、福祉等の
都市機能の誘導

病院

役場

福祉施設



・地域住民の中でも「真の利用者」自らが「地域検討会」において運行計画を策定・見直し。
・平成２９年度より、市内の全ての交通不便地域において導入可能にし、路線バスとのネットワーク
を構築。
・開始時より、運行ルートが大きく増加し、地域住民の「おでかけ」の手段として定着。

○高齢化が進展し、交通不便地域が多数点在する大分市において、
平成16年から登録制・予約制の乗合タクシーを運行開始。
平成24年から「ふれあい交通」として本格化。

１．取組主体
○大分市地域公共交通協議会

２．多様な主体の実質的参画
○各ルートにおいて、地域住民が主体となり、大分市と運行計画の
策定・見直しを行う「地域検討会」を開催。地域住民の中の「真の
利用者」のニーズを受け止め、運行の改善につなげていく仕組み
を構築。

３．創意工夫
○各ルートごとに利用登録者数に応じた便数の上限（1週6～20便）
を設定。

４．自立的・継続性
○平成16年に4ルートから開始した取組みが現在は23ルートに
横展開。利用者増加の系統もみられる。

５．運輸局の取組
○地域内フィーダー系統確保維持費補助金により運行費の支援
及び大分市地域公共交通協議会に参画しアドバイス。

大分市「ふれあい交通」の取組
（平成30年 地域公共交通優良団体

国土交通大臣表彰，九州運輸局長表彰）

地域住民主体の地域検討会

「テマ・ヒマ・オジャマ」の精神

「おでかけ」を誘発

取組の概要



・住民代表の高岡地区乗合タクシー運行協議会が、高齢者等の交通手段の確保のため運営。
・予約を受けてから自宅や高岡中心部を運行するデマンド（予約制）タクシー。
・住民アンケートにより行き先や運行ルートを決定し、順調に利用者が増えている。

３．創意工夫
○運行ダイヤは、市中心部行きの路線バスに乗り継げるよう設定し、
待ち時 間が少なくなるよう工夫。

○地元警察署と運転免許証返納メリット制度の覚書を締結。
○待合所はスーパー、病院等の協力により施設内の待合スペースを活用。

２．多様な主体の実質的参画
○運行協議会が中心となって運営し、交通事業者と運行委託を締結。
自治体は運行経費の一部を補助するとともに、事務局機能を担っている。

４．自立性・継続性
○利用実績は年々増加しており、継続的に利用される公共交通として機能
している。（Ｈ25年度：1,379人→Ｈ29年度：4,009人）

○平成24年に高齢者等の交通手段の確保を目的に地域住民が運行協議会
を設立。自治体、交通事業者と協議を重ね平成24年10月の試験運行を経
て、翌年4月より本格運行を開始。

○運行開始前に1,000人の住民に対してアンケート調査を行い、行き先、
運行ルートを決定。

取組の概要

高岡きずな号

待合所

（平成3１年 地域公共交通優良団体
九州運輸局長表彰）宮崎市「高岡きずな号」の取組

５．運輸局の取組
○宮崎市地域公共交通会議に参画しアドバイス。

１．取組主体
○高岡地区乗合タクシー運行協議会、宮崎市、宮崎第一交通株式会社
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MaaS（Mobility as a Service)の出現

スマートフォンアプリ「Whim」（フィンランドMaaS Global社）
※未来投資会議構造改革徹底推進会合 地域経済・インフラ会合（平成３０年４月１７日）
計量計画研究所 牧村氏発表資料より抜粋

 公共交通機関の利用シェアの増加（ヘルシンキでのWhimユーザー：48％→74％）
 都市部における渋滞の削減や環境負荷の低減
 公共交通機関の運行効率化、生産性向上
 人流データ収集（→路線の再編）

効果
出典：MaaS ALLIANCE “White Paper”

ERTICO  “VISION PAPER”

マース

2014年、ヘルシンキ市において域内の
自家用車を2025年までにゼロにする
ロードマップが示された。
⇒2016年、様々な公共交通を一括で
検索・予約・決済できるアプリ
「Whim」がスタート



MaaSの概要

出
発
地

利用者

ひとつのサービスとして提供
（検索・予約・決済）

他業態サービスとも連携

シェアサイクル

ＡＩオンデマンドバス

鉄道

カーシェア

‥‥

小型モビリティ
自動運転バス・タクシー

小売店舗 宿泊施設 医療・福祉 観光地

地方部における
交通手段確保

都市部における
渋滞緩和・環境負荷

低減

スマートシティの実現

バス タクシー

目
的
地



福岡MaaSアプリ「my route」実証実験

 トヨタ自動車と西日本鉄道は、平成３０年１１月から３１年３月まで、MaaSアプリ「my route」
の実証実験を実施

①マルチモーダルルート検索

 福岡市およびその周辺地域の公共交通（バス・鉄道・地下鉄など）、自動車（タクシー・レンタカー・自家用車な
ど）、自転車、徒歩など、様々な移動手段を組み合わせ、移動ルートの選択肢を提示。また、ルート検索において
西鉄の路線バスのリアルタイムの位置情報や駐車場の満空状況も表示。

②予約・決済

 タクシーの予約・決済、西鉄バスのデジタルフリー乗車券の購入が可能。移動手段の予約から利用までを1つのア
プリの中でシームレスなサービスとして提供。

③店舗・イベント情報の検索

 福岡の街ならではのイベントや店舗・スポット情報を提供。外出のきっかけ作りや目的地付近での回遊性を向上。

出典：トヨタ自動車、西日本鉄道

選
択



新モビリティサービス推進事業

 近年の交通分野においては、大都市圏における道路混雑、過疎地域における少子高齢化等に伴う交通サービ
スの縮小や移動そのものの縮小、さらにはドライバー不足が発生するなど、交通サービスに様々な問題が生じ
ている。

 一方で、ICT、自動運転等の新たな技術開発などが進展するとともに、様々な移動を一つのサービスとして捉え
るMaaS（Mobility as a Service）の概念の登場など、交通分野の様々な課題を解決する可能性のある取組の

検討が民間主導で進みつつある。国土交通省では、「都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会」を開催し、
日本型MaaSのあり方、今後の取組の方向性を検討中。

新モビリティサービス実証実験の支援 オープンデータ実証事業

背 景

 多様な地域において多様な主体が参加するMaaSの
実証実験を支援

多様な地域での実証実験の支援×オープンデータの実証実験 による新モビリティサービスの共通基盤の実現

都市部・地方部において、新たなモビリティサービスの創出を目指す。

移動に付随するサービスを
追加し、付加価値を高める
ことも可能

出発地 目的地
鉄
道

バス

観光案内 飲食店
検索・予約

クーポン
配布

出発地から目的地までの移動をひとつのサービスとして提供（検索・予約・決裁）

利用者

日本型MaaSの共通基盤の構築の実現に向けた検討

 新モビリティサービス実証実験の支援やオープンデータ実証事業の成果を踏まえつつ、日本型MaaS共通基盤の実現
に向けたデータ連携のあり方等の検討を行う。

 公共交通分野における民間の主体的なオープンデー
タ化の推進に向けて諸課題を検討するため、オープ
ンデータを活用した実証実験を実施

鉄道・バス等の
静的・動的デー

タ

オープンデー
タ整備

公募アプリでの実証

様々なアプリの創出

交通事業者によるデータ提
供

データ・API提供

平成31年度予算案：3.1億円
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地域公共交通バリア解消促進等事業（バリアフリー化設備等整備事業）

訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業（交通サービス利便向上促進事業）

バリアフリー化のための支援
平成３１年度予算額 ２２０億円

（対前年度比 １．０５）
【平成３０年度補正予算額 ３４億円】

平成３１年度予算額 ５５億円
（対前年度比 ０．５７）

【平成３０年度補正予算額 ６億円】



低床バス及びノンステップバスの進捗状況

平成３０年3月末現在

○ 九州の進捗状況は、低床バス４８．８％、ノンステップバス３０．４％

○ 全国の進捗状況は、低床バス６６．１％、ノンステップバス５６．４％



訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業（交通サービス利便向上促進事業）

利用環境改善のための支援
平成３１年度予算額 ５５億円

（対前年度比 ０．５７）
【平成３０年度補正予算額 ６億円】


